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（司会）
皆様、こんにちは。
本日は当行の会社説明会をご覧いただき、誠にありがとうございます。

この説明会では、代表執行役社長の笠間より、
ゆうちょ銀行とは、どのような会社なのか、
今後どのようなことをしようとしているのか、といったことについて
様々な角度からご説明させていただければと思います。

それでは本日のスピーカー、代表執行役社長の笠間より、
ご挨拶を申し上げます。

（笠間）
みなさま、こんにちは。ゆうちょ銀行の笠間でございます。
本日は当行の会社説明会にご参加いただき、誠にありがとうございます。

ご参加の皆さまの中には、既に当行の株をお持ちの方も、
これから当行の株をお持ちいただくことを検討中の方もいらっしゃると思います。

本日のご説明が皆様のお役に立てば幸いです。
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（司会）
さて、それではご説明に移っていきたいと思います。
こちらのスライドでは、
本日お伝えしたいことを3つにまとめて記載しました。

まずは当行の概要についてです。
ここでは、当行の特色や強みについてご説明いたします。

次に、当行のビジネス戦略についてです。
昨年11月に発表しました、業績計画の上方修正にも触れながら、
当行がどのような成長をしようとしているのか、
お話しさせていただきます。

最後に、株主の皆さまへの還元について
お話させていただきます。
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（司会）
それでは早速、ゆうちょ銀行とは何か、紐解いてまいります。
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（司会）
まずはゆうちょ銀行のご紹介です。

当行は「日本郵政グループ」に属する銀行です。
日本郵政グループの歴史は150年以上と古く、
明治時代の創業から、時代の変化にあわせ、
事業の形を変えつつも、今まで継続しています。

その「日本郵政グループ」の中で、
当行は、郵便貯金業務をルーツとして、銀行業を行っております。
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（司会）
次に当行のビジネスモデルです。

当行の主たる収益源は大きく２つで、
手数料ビジネスと資金運用ビジネスです。

1つ目、手数料ビジネスは、郵便局ネットワークなどを通じて、
全国のお客さまに金融サービスを提供し、手数料をいただくビジネスです。

もう1つは資金運用ビジネスです。
お客さまから貯金としてお預かりした資金をもとに、
日本国債や海外社債などの有価証券に、投資を行います。

この2つを日本最大の規模で行う、これが当行のビジネスモデルとなります。

笠間社長は他の金融機関でお勤めされた経験もございますが、
こうしたゆうちょ銀行のビジネスモデル、
ほかの銀行とはどのように違うとお考えでしょうか。

（笠間）
はい、私は国内外の金融機関で勤務した後、
当行に入社し、先ほど話がありました、
資金運用ビジネスに主に携わっておりました。



他行との違いですが、例えば、
一般的な銀行と比べて法人よりも個人のお客さまが中心であることや、
今出てきた、郵便局ネットワークの存在などがございます。
こうしたビジネスモデルの大きな違いからも、
当行は「ユニークでオンリーワンの銀行」であると考えています。

（司会）
この他行には見られない、特徴的なビジネスモデルが、
まさに、ゆうちょ銀行の強みに直結していると、そういったことになりますね。
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（司会）
それでは、当行の強みを少し詳しくご説明いたします。
大きくは2点、全国規模のネットワークとお客さま基盤となります。

まず1つ目、ネットワークについてです。
当行は、郵便局とATMを中心とする、
「日本最大のリアル・ネットワーク」を有しており、
これが手数料ビジネスの元となるとともに、お客さま基盤の元となっております。

次に、お客さま基盤についてです。
当行の通常貯金の口座数は、
日本の人口に匹敵する約1億2,000万口座であり、
預金額のシェアも全国で約2割を占めています。
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（司会）
こちらは、当行のこれまでの業績の推移です。

当行の業績は継続的に伸びてきており、
直近の2023年度には、上場来最高益となる3,561億円を達成しました。

更に、後程また触れますが、今年度の目標は、
当初計画から350億円上乗せし、
純利益4000億円を計画しております。

更に高いハードルへチャレンジする当行に、是非ご期待ください。
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（司会）
さて、ここからは、当行のビジネス戦略、
つまり、成長戦略について社長の笠間よりご説明いたします。

昨年11月の業績計画見直しの内容も踏まえつつ、
ゆうちょ銀行の未来に向けた取り組みについて、
ご説明をさせていただきます。

それでは笠間社長、よろしくお願いします。



（笠間）
それでは、ここからは私から、当行のビジネス戦略についてお話いたします。

まず、当行は昨年11月に業績予想と配当予想の引き上げを発表しました。
これは、日本銀行の利上げや米国FRBの利下げといった、
当行にとって追い風となる市場環境の変化を受けたものです。
見直し後の「純利益4000億円」という計画は、
当初25年度での到達目標でしたが、
これを前倒しで達成したいと考えております。

また、こうした利益計画の上乗せを踏まえて、
配当水準の拡大やROE目標の上方修正も併せて行っています。

（司会）
利益拡大の動きをさらに加速させていく、ということですね。

（笠間）
その通りです。なお、ここで強調したいのは、
お示しした目標値は、あくまで1つの通過点に過ぎないということです

当行としてはこれに満足せず、更に上のレベルへ
ジャンプアップしていきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いします。

9



（笠間）
次に、中期経営計画に基づく当行の事業戦略について
お話させていただきます。

まずは事業戦略のイメージを表現しました、こちらの動画をご覧ください。

※事業紹介動画（https://youtu.be/BfJYXDdcpFE?rel=0）を上映

今ご覧いただいた動画にありますとおり、
当行の事業戦略のメインとなるのは、
「リテールビジネス」「マーケットビジネス」「Σビジネス」の「3つのビジネス戦略」です。
これらを、当行の成長を加速させるエンジンとして、
企業価値向上を目指します。

また、3つのエンジンを動かすための
基礎体力となる「経営基盤の強化」にも取り組みます。

こうした取り組みを、当行の強み、
すなわちネットワークやお客さま基盤を
活かしながら進めていく、というのが当行の事業戦略の大枠です。
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（司会）
ここからは、事業の具体的な内容を説明していきます。
まず、エンジンの1つ目は、リテールビジネスです。

ゆうちょ銀行のリテールといえば、お近くの郵便局の窓口で、
というイメージがあるかと思いますが、実はそれだけではないんです。
当行での新しいリテールビジネスの形について、
笠間社長からお話いただけますか。

（笠間）
それでは、私からリテールビジネスに関する具体的な取り組みを、
これから3つ、ご紹介いたします。
まず、デジタル・キャッシュレスサービス戦略です。
ここでのポイントは「通帳アプリとその活用」です。

（司会）
この通帳アプリ、私も使っていますが、シンプルで使いやすいですし、
基本的な取引はアプリ上で完結するので便利ですね。

QRコードを使って、ATMからの現金引き出しも出来ますし、
外出するときにスマホしか持ち歩かない方もいらっしゃるような、
今のデジタルの時代にあったアプリなのかな、と思います。
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（笠間）
シンプルで誰にでも使いやすい、というのがポイントです。
おかげさまで、この「通帳アプリ」、
24年9月末での登録口座が、約1200万口座となりました。
これからも、親切・丁寧なアプローチとともに、
アプリ自体の機能のアップデートや使いやすさの改善を通じ、
更なる普及を目指していきます。

（司会）
この通帳アプリ、登録数も大きくなっていますが、
将来的にはどんなことができるようになるのでしょうか。

（笠間）
この通帳アプリを起点として、多様な企業と連携し、お客さまに、
幅広い商品・サービスを、ご案内・ご提供していこうと考えております。
通帳アプリを起点に、今までの銀行の枠を超えたサービスを提供していきます。
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（司会）
次に、資産形成サポートビジネスに関するトピックを取り上げます。
新NISA制度の開始もあり、資産形成のニーズが高まっているところですが、
当行ではどのような取り組みを行っているのでしょうか。

（笠間）
日本全体での動きも踏まえ、
当行では誰でも資産形成を始められる試みを行っています。
ここでのポイントは「リアルチャネルである店舗と、デジタルチャネルの両立」です。

まず、お客さまのデジタルへの感度やニーズが多様であることを踏まえ、
当行のデジタル戦略では、単なるデジタルへの移行ではない、
「リアルとデジタルの相互補完・融合」を目指しております。

その上で、当行の資産形成サポートビジネスにおいては、
デジタルの手軽さを選ばれるお客さま、
店舗で相談したいお客さま、といったように、
多様なニーズに対し、リアルとデジタルを使い分けて、対応していきます。

これはまさに、当行の強みである、
リアル店舗の「ネットワーク」が活きてくるところと考えております。
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（司会）
次にバンキング業務の効率化についてです。
金融のリテールビジネスでの効率化、というと、
デジタルやAIを使った効率化や生産性向上といったトピックが多いと思います。
この点、当行では如何でしょうか。

（笠間）
世間一般の流れと同様に、当行でも様々な取り組みを行っています。

まず、当行では、窓口で取り扱う必要があった各種手続を、
お客さまのセルフ取引でも可能となるように、順次対応しているところです。
また、社内業務でも業務の自動化や、チャットボットの活用などにより、
業務効率化の取り組みを進めております。

（司会）
こうしたデジタル化の取り組み、
お客さまにはどのようなメリットがあるでしょうか。

（笠間）
当行としては業務効率化・業務量削減といったメリットがありますが、
お客様にとっても、窓口での待ち時間がなくなる、
手続きの時にかかる時間を節約できる、といった
利便性の面でプラスになると思っています。

このように、当行とお客さま、両方がプラスになる形で
デジタル化を進めていきたいと考えております。
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（司会）
次に、当行の収益の柱でもある、資金運用、
マーケットビジネスについてご説明いたします。
ゆうちょ銀行の資金運用、というと、
国内の安全資産中心、というイメージの方が多いと思いますが、
笠間社長、実際のところ、いかがでしょうか。

（笠間）
たしかに、昔はそうでしたね。
一方、今のゆうちょ銀行では「国際分散投資の推進」が基本スタンスです。

かつては、日本国債メインで運用することで、
安全に安定的な利鞘を得ることができました。

しかし、国内で長らく低金利環境が続いた中で、
当行では、リスク管理体制の強化と併せて、
運用の高度化・多様化、国際分散投資を推進してまいりました。

（司会）
笠間社長が当行に参画されたのも、
こうした当行の運用の高度化・多様化を進めるプロジェクトの一員として
入社されたと伺っています。



（笠間）
ゆうちょ銀行の運用スタイルを大きく変える、やりがいのある仕事でしたね。

なお、これまでは日本国債を減らして他の資産で運用していく、
というのが長期的な当行の運用方針でしたが、
直近1年では日本銀行の金融政策の変更等を受け、
減らしてきた日本国債への投資を再度積み増しております。
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（司会）
先ほど日本国債の積み増し、というお話がありましたが、
現在はどのように推移しているのでしょうか。

（笠間）
こちらのスライドでご説明します。

先ほどのご説明と左のグラフの通り、当行は23年度から、
日本国債残高を拡大しております。

収益については、右のグラフのとおりですが、
今までは、国債の収益の減少を、
リスク性資産の収益でカバーしていることがお分かりになるかと思います。

今後は、リスク性資産の収益、緑の部分の緩やかな上昇は維持しつつ、
国債の残高増加・円金利上昇により、
円金利資産の収益、白い部分が大きく増加し、
結果として、トータルの収益も増加する計画をたてています。

このように、円金利上昇という情勢を踏まえ、
当行としても運用資産の構成を再構成してきているところです。

（司会）
今後、日本国債の残高はどこまで増加していくのでしょうか。
再度、民営化以前のような、日本国債中心の運用になるのでしょうか。
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（笠間）
先ほど申し上げたとおり、当行は国際分散投資を推進してきています。
ですので、日本国債についても、今後際限なく増やす、ということではなく、
バランスがとれた資産構成とすることを目指しています。
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（司会）
さて、円金利上昇は当行収益にプラス、というお話をしてきましたが、
具体的にはどのような部分でプラスになるのでしょうか。
この点、ぜひマーケット部門ご出身の笠間社長よりご解説いただけますか。

（笠間）
こちらのスライドで、もう少し詳しくご説明いたしますね。
P/L、つまり損益では、新規保有する国債と外国証券の運用で、
プラスの影響があります。

先ほどからご説明の通り、日本国債への投資を拡大していきますが、
その原資は一番上の預け金です。
これは当行が日銀などに預けている資金でして、
50兆円以上あり、これを段階的に日本国債に新規投資していきます。

（司会）
昨年から日銀が利上げを行っていて、
今は日銀に資金を預けても、利子がつきますが、
あえて日本国債に投資するのは何故でしょうか。

（笠間）
仰る通り、日銀の利上げにより、この預け金にも若干の利子がつきますが、
より利回りが高い国債に投資して、収益を生み出すことを狙いとしています。
この投資が生み出す効果は後々になっても効いてきます。



また、その下の外国証券の外貨調達コストについても、
円金利上昇によるコスト減少、つまり収益拡大ということが期待されます。

一方で、右側、B/S、バランスシートでの観点で申し上げますと、
円金利が上昇した場合、保有している日本国債の評価額は減少するため、
評価損益としては、一時的にマイナスの影響が出ることがありますが、
当行の規模、体力、収益力から見て十分にカバーできるものと考えております。

16



17

（司会）
先ほど、日本国債への投資を進めると後々に効いてくる、というお話がありました。
こちらはどういうことか、もう少し具体的に教えてもらえますか。

（笠間）
日本国債への投資を進めると、今後の収益にどのような影響があるのか、
シミュレーションしたイメージで詳しく説明させていただきます。

日銀への預け金を元手として、日本国債への投資を続けていくことで、
緑の部分、預け金の利子は徐々に減っていきます。
一方で、ピンク色の部分、日本国債への収益効果は年々増加していきます。
ご覧の通り、緑の部分の減少より、ピンクの増加分が大きくなっています。

これは、投資した日本国債に対して利息収入が年々発生するためで、
今年、来年、2年後・・・と日本国債への投資を積み増していくと、
国債の残高が積みあがった分、
その利息収入も増えていく、ということになります。

このようにして、日本国債への投資拡大を進めることで、
利息収入で収益効果が年々積みあがっていき、
今後の収益見込みも大きくなっていく、ということになるわけです。



（司会）
今まではマーケットビジネスのうち、日本国債に関するお話でしたが、
それ以外の部分についても、どのような方針なのかお伺いしたいです。

（笠間）
このページでは日本国債以外の部分、
すなわち、リスク性資産についてお話させていただきます。

リスク性資産の大半は外国債券で、
安全性が高いものを中心に投資をしています。
左側のグラフはそうしたリスク性資産全体の推移を表したものです。

一方で、そのうち10％程度は、不動産やプライベートエクイティといった、
債券や株式とは別の資産向けに投資する、戦略投資領域部分となりまして、
右側のグラフはその部分だけを抜き出したグラフです。

両方のグラフをご参照いただければわかる通り、
どちらも残高を継続的に積み増していく計画となっております。

リスク性資産についても、引き続き収益に寄与するよう運用していくとともに、
先ほどの日本国債への投資拡大ともバランスをとりつつ、
リスク分散と運用資産全体の最適化を図ってまいります。
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（司会）
最後に、成長エンジンの3つ目、Σビジネスについてです。
このΣビジネス、「社会と地域の発展に貢献する」銀行を目指し、
将来の収益源とすることを見据えて、本格始動した新たなビジネスです。
以前はΣビジネスを検討する委員会の委員長でもありました、
笠間社長からこの取り組みのご説明をお願いします。

（笠間）
このΣビジネス、社長に就任する前から、
情熱をもってビジネス立ち上げに取り組んでまいりました。

まずはこのΣビジネス、という名前から説明したいと思います。
シグマ、というのはすべて足す、総和を表す記号で、
当行の経営資源や強みをすべて足し合わせたい、という思いがこめられています。

さて、このΣビジネスのポイントは大きく3点です。
１つめ、地域企業に出資と、経営支援等を行うことです。
地域金融機関が資金の貸付け、融資を行うのに対し、
当行はファンドなどの形で出資を行います。

また、商品販売のサポートといった、経営支援や課題解決のお手伝いも行い、
地域企業の皆さまにお金以外の支援も行っていきます。

2つ目、地域金融機関とも協同していくということです。
地域の発展という目標のために、協力してビジネスを行います。
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最後に、出資先の検討に郵便局ネットワークを生かすことです。
当行の強みである郵便局ネットワークからの情報を活かし、
細かな資金ニーズの情報を拾い上げて、出資先を選定します。

つまり、Σビジネスは、当行ならではのきめ細やかな観点から、
地域社会や地域企業の発展に貢献していくことにチャレンジする、
ゆうちょならではのビジネスと言えるでしょう。
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（司会）
ここからは当行におけるサステナビリティ経営についてです。
当行は金融サービスを「あまねく全国において公平に」提供しており、
サステナビリティの考え方と親和性が高いと思いますが、
笠間社長、如何でしょう。

（笠間）
仰る通り、当行のミッションとサステナビリティの考え方は親和性が高く、
当行は社会に貢献できる銀行だと思っています。

そんな当行のサステナビリティ経営の枠組みとして、
当行が事業を通じて取り組むべき重要課題、マテリアリティを4つ設定しています。

（司会）
このマテリアリティ4つに対して、
当行はどのようなことに取り組んでいるのでしょうか。

（笠間）
何点か、かいつまんでご説明させていただきます。

「地域経済発展への貢献」というのは、まさに先ほどのΣビジネスですね。

「環境の負荷低減」という面では、業務で発生する温室効果ガスの削減や、
脱炭素化の試みを支援するような投融資を行っています。



また、「多様な人財の活躍」という面では、
社員がいきいき・わくわく働ける環境づくりを行っています。
こうした取り組みの中でも、私としては、
特に多様性、ダイバーシティが重要だと思っています。
当行には、民営化前から在籍する社員、民営化後に入社した社員、
さらには私のような別の会社から中途入社した社員など、
様々なバックグラウンドを持つ社員が集まっています。

こうした多様な人財がいきいきと働けて、活躍できるということが、
当行の成長にもつながっていくと思っています。
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（司会）
今社長からお話しいただいたサステナビリティに関する当行の取り組みは、
結果として、社外から評価いただいており、
様々なインデックスの構成銘柄に選定されたり、
各種認定を受けております。改めて見ると、たくさんありますね。

（笠間）
当行の取り組みがきちんと評価されてきている、ということで、
大変ありがたいことです。

また、ここにはないサステナビリティの取り組みの一環として、
「人権レポート」や「プログレスレポート」といった、
当行のサステナビリティに関する取組についてのレポートなども発行しています。
是非ご覧ください。
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（司会）
さて、今までは、当行のビジネス戦略を中心に、
今後の方向性についてお話いたしました。

次のセクションでは、そうした取り組みにより得た収益を、
どのように株主の皆さまに還元するか、についてお話させていただきます。
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（司会）
株主還元の方針、というのは、
本日ご参加の皆さんも大変関心が高い事項だと思います。
笠間社長、当行株主の皆様への還元は、どのように行っているのでしょうか。

（笠間）
こちらのスライドは当行の株主還元の方針です。
一言で言えば、「財務の健全性や成長投資とバランスをとりつつ、
充実した株主還元を行う」ということになります。

その上で、当行では「配当」という形で
株主の皆様に対して、還元を行っています。
それに加え、一定以上の当行の株をお持ちいただいている
株主さま向けには「株主優待制度」を設けております。

この２つについて、次のページから説明していきます。



（司会）
まずは配当についてです。
当行では年に1回、期末での配当を行っております。
先ほどもあったとおり、昨年11月に配当予想の引き上げを行いましたが、
配当が今後どうなるのか、という点、皆様のご関心も高いかと思います。
社長のお考えをお聞かせください。

（笠間）
左のグラフの通り、上場来50円で横ばいだった配当を、
昨年度から拡大しております。
更に、今お話があったとおり、今年度の配当予想は、
当初の52円から、56円へ上方修正しています。
勿論、この後も更なる配当拡大を目指していきます。

こうした増配を行っていくには、原資となる利益の拡大が前提となります。
先ほども、日本国債への投資による収益効果積上げというお話がありましたが、
このような取り組みで積み上げた利益を、
株主の皆さまへの還元拡大にも是非使っていきたいと考えています。
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（司会）
次に、株主優待についてです。
株主優待も、特に個人投資家の皆さまには、注目のトピックだと思います。
その中でも、当行の株主優待は雑誌やメディアでも、
ありがたいことに、毎回、とりあげられていますよね。

（笠間）
各種メディアや有名な投資家の方にも
取り上げていただいていると伺っております。
ありがとうございます。

当行では、株主の皆様のご支援への感謝と
当行株式をより多くの方々に保有いただくことを目的に、
500株以上保有されている株主の方を対象に
株主優待制度を実施しております。

今年度の株主優待商品の申し込みは既に終了しておりますが、
来年度も株主優待を継続して実施していく予定です。
楽しみにお待ちください。

また、皆さまからのご意見などをいただきながら、
中長期的には株主優待制度の拡充も検討してまいります。
引続きのご支援をよろしくお願いします。
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（司会）
さて、冒頭にお示しいたしましたスライドを
もう一度ご覧いただきたいと思います。
こちらで本日のご説明のおさらいをさせていただきます。

（笠間）
当行から特にお伝えしたいことを改めて申し上げます。

1つ目に、ゆうちょ銀行は巨大なネットワーク・お客さま基盤をもつ
オンリーワンな銀行であること。

2つ目、3つのビジネス戦略により更なる成長を見込んでおり、
直近の市場環境は当行に追い風であること。

3つ目、利益拡大に応じて更なる株主さまへの
還元の拡大を目指していること。

そしてすべてに共通することとして、
昨年の業績・配当の予想引き上げでおわかりいただけますとおり、
当行は今後も利益の拡大を目指し、更なる高みを目指していくこと。

以上が、本日のポイントになります。
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（司会）
最後にお知らせですが、当行の決算情報などの詳しい情報は、
当行のWebサイトや、本資料の後ろにある、参考資料をご覧ください。

IR情報サイト内にある、「個人投資家のみなさまへ」に
当行の概要をわかりやすく示した記事などがございますのでご参照ください。

当行からのご説明は以上になります。
それでは、説明の最後に笠間より一言申し上げさせていただきます。

（笠間）
本日はありがとうございました。
昨年4月の社長就任以来、
ゆうちょ銀行を「オンリーワンの銀行」としていくために邁進してきております。
今までにない銀行の姿を作ろうとしている、
当行の意気込みを感じとっていただけたなら幸いです。

以上が、私からの説明でございます。
ご清聴ありがとうございました。
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